
 

帯広市障害者虐待防止ネットワーク会議設置要綱 

改正 令和２年３月６日 

（設置） 

第１条 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律

第79号。以下「法」という。）第35条の規定に基づき、関係する行政機関、民間団体等

との連携協力体制を築き、本市における障害者虐待の防止、虐待を受けた障害者の保護

及び自立の支援等を適切に実施するため、帯広市障害者虐待防止ネットワーク会議（以

下「会議」という。）を設置する。 

（付議事項） 

第２条 会議は、法第35条に規定する目的を達成するために、次に掲げる事項について情

報交換、協議及び検討を行う。 

(1) 障害者虐待防止に関する各機関及び団体の現状や課題等に関する事項 

(2) 障害者虐待の予防対策、早期発見、早期対応及び支援に関する事項 

(3) 障害者虐待防止に関する啓発や研修活動に関する事項 

(4) その他法第35条に規定する目的実施に必要な事項 

（組織） 

第３条 会議は、別表に掲げる関係機関、団体の長又はその長が指定する者（以下「構成

員」という。）をもって構成する。 

（議長） 

第４条 会議に議長を置き、議長は帯広市市民福祉部長とする。 

２ 議長に事故あるときは、あらかじめ議長が指名する者がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、議長が招集し、その議事を主宰する。 

２ 議長は、議事の内容により、構成員以外の関係機関、団体に所属する者を出席させる

ことができる。 

３ 会議に専門ミーティング機関を置くことができる。 

（専門ミーティング機関） 

第６条 前条第３項の専門ミーティング機関は、障害者虐待への早期対応を図るため、実

働を担うものとし、これに必要な情報交換や役割分担、その対応等について協議する。 

２ 専門ミーティング機関は、別表に掲げる関係機関、団体等から必要な職員等の出席に

より開催し、議長が招集するものとする。 



（事務局） 

第７条 会議の事務を処理するため、帯広市市民福祉部福祉支援室障害福祉課内に事務局

を置く。 

（守秘義務） 

第８条 構成員及び会議に出席した関係者等は、正当な理由がある場合を除き、その知り

得た秘密を他に漏らしてはならない。構成員及び関係者等でなくなった場合も同様とす

る。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成24年12月１日から施行する。 

この要綱は、平成28年１月４日から施行する。 

附 則（令和２年３月６日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



別表（第３条関係） 

関係機関・団体名 備考 

釧路地方法務局帯広支局  

北海道十勝総合振興局保健環境部社会福祉課  

帯広警察署生活安全課  

帯広公共職業安定所  

帯広労働基準監督署  

北海道民生委員児童委員連盟帯広支部  

帯広市医師会  

帯広市社会福祉協議会  

帯広人権擁護委員協議会  

基幹相談支援センター  

障害者相談支援事業所（代表）  

障害者支援施設（入所）（代表）  

障害福祉サービス事業所（代表）  

十勝障害者就業生活支援センターだいち  

帯広市手をつなぐ育成会  

帯広身体障害者福祉協会  

地域活動支援センター（代表）  

帯広市地域自立支援協議会  

帯広市市民福祉部 地域福祉課・障害福祉課・市民活

動課・生活支援第1課・生活支援

第2課・介護高齢福祉課・こども

課・子育て支援課 

帯広市学校教育部 学校教育指導課 

帯広市経済部 商業労働課 

 


